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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期
第３四半期
連結累計期間

第54期
第３四半期
連結累計期間

第53期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成27年４月１日
至平成27年12月31日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （百万円） 26,013 25,953 38,855

経常利益 （百万円） 752 685 1,986

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 456 611 847

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 572 870 878

純資産額 （百万円） 42,940 40,367 43,245

総資産額 （百万円） 59,172 56,585 61,879

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 14.26 19.80 26.47

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 72.5 71.3 69.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 2,760 3,001 2,650

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,992 1,285 △1,774

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △708 △3,801 △769

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 8,230 8,763 8,278

 

回次
第53期
第３四半期
連結会計期間

第54期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額又

は１株当たり四半期純損失金額

（△）

（円） △3.06 10.97

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第53期第３四半期連結累計期間及び第53期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第54期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

５．四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

６．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適

用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

(1) 財政状態

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は565億85百万円となり、前連結会計年度末に比べ52億93百万円減少しま

した。

　流動資産は、主に仕掛品が増加しましたが、受取手形及び売掛金の減少により、15億68百万円減少し、222億66

百万円となりました。固定資産は、主に有形固定資産の譲渡及び減損等により37億24百万円減少し、343億18百万

円となりました。

　流動負債は、主に未払消費税等や賞与引当金等の減少により、25億71百万円減少し、54億97百万円となりまし

た。固定負債は、主に退職給付に係る負債の増加により、１億55百万円増加し、107億21百万円となりました。

　純資産は、主に自己株式の取得等により、28億77百万円減少し、403億67百万円となりました。なお、平成27年

６月26日開催の定時株主総会の決議により、資本金164億57百万円、資本準備金41億14百万円をそれぞれ減少し、

減少した金額をその他資本剰余金に振替えております。この振替えによる純資産額の変動はありません。

(2) 経営成績

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策や日銀の金融政策を背景に企業収益や雇

用環境の改善傾向が継続し、景気は緩やかな回復基調が続いております。一方、中国をはじめとした海外景気の下

振れ懸念等から先行きは不透明な状況にあります。

　情報サービス産業においては、企業のソフトウェア投資計画は、大企業・中堅企業において増加基調にあるもの

の、中小企業ではマイナスとなる等、弱含みの面も見られます。

　このような事業環境の中で、当社グループは、受注高、売上高の拡大を図るために積極的な営業活動を展開する

とともに、新しいソリューションの開発に取り組んできました。加えて社会保障・税番号（マイナンバー）制度に

係る自治体のシステム改修需要への対応に注力してきました。

　当第３四半期連結累計期間では、受注高は、主に金融分野の増加により、前年同期比0.7％増の265億82百万円と

なりました。

　売上高は、産業分野及び金融分野が減少したものの、公共分野の増加がこれを補い、ほぼ横ばいの259億53百万

円（前年同期比0.2％減）となりました。

　損益面では、前年度来の不調プロジェクトに関わるアフターコスト等の増加により、営業利益は前年同期比

11.4％減の６億39百万円、経常利益は同9.0％減の６億85百万円となりました。親会社株主に帰属する四半期純利

益は、資産効率の改善に向けた有形固定資産の処分に伴う特別損益を計上したため、同34.0％増の６億11百万円と

なりました。

　当社グループの事業は、情報サービス事業の単一セグメントのため、以下、工程別及び業種別の売上高を示して

おります。

　工程別および業種別の売上高は次のとおりです。

　工程別売上高では、中工程のシステム開発は、産業分野及び金融分野が減少したものの、公共分野の増加がこれ

を補い、前年同期比0.5％増の118億87百万円となりました。

　後工程は、同0.6％減の99億69百万円とほぼ横ばいとなりました。

　業種別売上高では、産業分野は、主に一括開発案件等の減少により、前年同期比3.9％減の53億89百万円となり

ました。金融分野は、主に銀行向けシステム開発の減少や生保向け機器販売の減少等により、同11.8％減の93億32

百万円となりました。公共分野は、自治体の法改正案件が増加したこと、また前年度の開発案件が保守フェーズに

移行し、システム保守の売上が増加したことから、同14.4％増の112億31百万円となりました。
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［工程別連結売上高］ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分＼期別

前第３四半期連結

累計期間

当第３四半期連結

累計期間
対前年同期

増減率
金額 構成比 金額 構成比

前　工　程(ITコンサル・要件定義) 134 0.5％ 187 0.7％ 39.6％

中 　工 　程 11,830 45.5％ 11,887 45.8％ 0.5％

 
システム開発

準 委 任 6,310 24.3％ 6,075 23.4％ △3.7％

 一 括 5,519 21.2％ 5,812 22.4％ 5.3％

後 　工 　程 10,029 38.6％ 9,969 38.4％ △0.6％

 運 用 7,387 28.4％ 7,124 27.4％ △3.6％

 シ ス テ ム 保 守 2,642 10.2％ 2,845 11.0％ 7.7％

そ の 他 サ ー ビ ス 4,019 15.4％ 3,908 15.1％ △2.8％

合　　　　　計 26,013 100.0％ 25,953 100.0％ △0.2％

 
 

［業種別連結売上高］ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分＼期別

前第３四半期連結

累計期間

当第３四半期連結

累計期間
対前年同期

増減率

金額 構成比 金額 構成比

産　　　　　業 5,610 21.6％ 5,389 20.8％ △3.9％

金　　　　　融 10,582 40.7％ 9,332 35.9％ △11.8％

公　　　　　共 9,820 37.7％ 11,231 43.3％ 14.4％

合　　　　　計 26,013 100.0％ 25,953 100.0％ △0.2％

 
 

(3) キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は87億63百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億85

百万円増加しました。

　当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況につきましては、次のとおりです。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の増加25億46百万円があったものの、売上債権の減少57億76

百万円があったこと等により、30億１百万円（前年同期比２億40百万円増）となりました。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入による支出４億99百万円、及び有形固定資産の取得によ

る支出４億32百万円があったものの、有形固定資産の売却による収入25億71百万円があったこと等により、12億85

百万円（同32億78百万円増）となりました。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出32億19百万円等により、△38億１百万円（同

30億92百万円減）となりました。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5) 研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、93百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 175,477,400

計 175,477,400

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年２月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 32,100,000 32,100,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 32,100,000 32,100,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

（株）

発行済株式

総数残高

（株）

資本金増減額

（百万円）

資本金残高

（百万円）

資本準備金

増減額

（百万円）

資本準備金

残高

（百万円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 32,100,000 － 15,000 － 3,750
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（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

　無議決権株式 － － －

　議決権制限株式（自己株式等） － － －

　議決権制限株式（その他） － － －

　完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,740,400 － －

　完全議決権株式（その他） 普通株式 30,264,400 302,644 －

　単元未満株式 普通株式 95,200 － －

　発行済株式総数 32,100,000 － －

　総株主の議決権 － 302,644 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社アイネス
神奈川県横浜市都筑区

牛久保三丁目９番２号
1,740,400 － 1,740,400 5.42

計 － 1,740,400 － 1,740,400 5.42

　（注）当第３四半期会計期間において自己株式を取得したため、平成27年12月31日現在の自己株式数は2,800,800株

（発行済株式総数に対する所有株式数の割合8.73％）となっております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

　２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,459 9,444

受取手形及び売掛金 12,402 6,828

有価証券 351 351

仕掛品 1,454 3,997

原材料及び貯蔵品 85 89

前払費用 231 226

繰延税金資産 816 1,033

その他 44 302

貸倒引当金 △12 △7

流動資産合計 23,835 22,266

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 20,838 19,882

減価償却累計額 △10,064 △10,143

建物及び構築物（純額） 10,773 9,739

工具、器具及び備品 4,671 4,871

減価償却累計額 △3,440 △3,724

工具、器具及び備品（純額） 1,231 1,146

土地 17,404 15,130

有形固定資産合計 29,409 26,016

無形固定資産   

ソフトウエア 2,872 2,316

その他 37 39

無形固定資産合計 2,909 2,356

投資その他の資産   

投資有価証券 1,663 1,907

長期前払費用 305 297

繰延税金資産 3,232 3,108

その他 522 631

貸倒引当金 － △0

投資その他の資産合計 5,724 5,945

固定資産合計 38,043 34,318

資産合計 61,879 56,585
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,266 2,177

未払費用 948 892

未払法人税等 678 42

未払消費税等 740 41

前受金 143 345

賞与引当金 1,127 487

役員賞与引当金 53 36

受注損失引当金 668 425

その他 1,441 1,049

流動負債合計 8,068 5,497

固定負債   

役員退職慰労引当金 209 228

退職給付に係る負債 10,002 10,187

資産除去債務 160 171

その他 193 133

固定負債合計 10,565 10,721

負債合計 18,634 16,218

純資産の部   

株主資本   

資本金 31,457 15,000

資本剰余金 7,864 24,322

利益剰余金 4,271 4,383

自己株式 △65 △3,285

株主資本合計 43,528 40,421

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 474 665

退職給付に係る調整累計額 △787 △719

その他の包括利益累計額合計 △312 △53

非支配株主持分 29 －

純資産合計 43,245 40,367

負債純資産合計 61,879 56,585
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 26,013 25,953

売上原価 21,390 21,203

売上総利益 4,623 4,750

販売費及び一般管理費 3,900 4,110

営業利益 722 639

営業外収益   

受取利息 1 2

受取配当金 17 17

不動産賃貸料 31 45

保険配当金 － 22

その他 11 16

営業外収益合計 62 104

営業外費用   

支払利息 3 2

不動産賃貸費用 26 40

自己株式取得費用 － 12

その他 1 3

営業外費用合計 31 59

経常利益 752 685

特別利益   

固定資産売却益 － 877

投資有価証券売却益 1 7

新株予約権戻入益 36 －

その他 － 0

特別利益合計 38 884

特別損失   

固定資産除却損 2 32

販売用ソフトウエア除却損 － 11

減損損失 － 692

その他 0 0

特別損失合計 3 736

税金等調整前四半期純利益 787 833

法人税等 331 221

四半期純利益 456 611

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △0 △0

親会社株主に帰属する四半期純利益 456 611
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純利益 456 611

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 59 191

退職給付に係る調整額 56 67

その他の包括利益合計 116 258

四半期包括利益 572 870

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 572 870

非支配株主に係る四半期包括利益 △0 △0
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 787 833

減価償却費 1,647 1,641

減損損失 － 692

賞与引当金の増減額（△は減少） △662 △640

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △10 △17

受注損失引当金の増減額（△は減少） 358 △242

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 23 18

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 341 286

受取利息及び受取配当金 △19 △20

支払利息 3 2

有形固定資産売却損益（△は益） － △877

投資有価証券売却損益（△は益） △1 △7

固定資産除却損 2 32

販売用ソフトウエア除却損 － 11

新株予約権戻入益 △36 －

売上債権の増減額（△は増加） 3,077 5,776

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,426 △2,546

その他の資産の増減額（△は増加） △107 △274

仕入債務の増減額（△は減少） 55 △94

その他の負債の増減額（△は減少） 659 △421

その他 △48 △94

小計 3,644 4,058

利息及び配当金の受取額 22 23

利息の支払額 △3 △2

法人税等の還付額 10 14

法人税等の支払額 △913 △1,093

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,760 3,001

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） △300 △499

有形固定資産の取得による支出 △637 △432

有形固定資産の売却による収入 － 2,571

無形固定資産の取得による支出 △707 △166

長期前払費用の取得による支出 △23 △104

投資有価証券の取得による支出 △299 －

投資有価証券の売却による収入 3 43

関係会社の清算による収入 1 －

会員権の取得による支出 △16 △3

会員権の売却による収入 － 1

短期貸付金の純増減額（△は増加） △0 0

敷金及び保証金の差入による支出 △38 △181

敷金及び保証金の回収による収入 37 36

その他 △12 21

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,992 1,285
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  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △72 △71

ストックオプションの行使による収入 1 －

自己株式取得のための預託金の増減額（△は増

加）
－ △0

自己株式の取得による支出 △1 △3,219

自己株式の売却による収入 0 －

配当金の支払額 △635 △479

子会社の自己株式の取得による支出 － △29

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △708 △3,801

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 59 485

現金及び現金同等物の期首残高 8,171 8,278

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 8,230 ※ 8,763
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分か

ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計

期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

現金及び預金勘定 8,412百万円 9,444百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △533 △1,033

有価証券（ＭＭＦ） 151 151

有価証券（ＦＦＦ） 200 200

現金及び現金同等物 8,230 8,763
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 256 8.00  平成26年３月31日  平成26年６月27日 利益剰余金

平成26年10月30日

取締役会 (注)
普通株式 416 13.00  平成26年９月30日  平成26年12月８日 利益剰余金

 
（注）１株当たり配当額の内訳は、普通配当８円、創立50周年記念配当５円であります。

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成26年10月30日開催の取締役会決議に基づき、平成26年11月13日付で、自己株式15,900,000株の消却

を実施いたしました。この結果、当第３四半期連結累計期間において自己株式11,567百万円、資本剰余金9,684百

万円、利益剰余金1,882百万円がそれぞれ減少しております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 256 8.00  平成27年３月31日  平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年10月29日

取締役会
普通株式 242 8.00  平成27年９月30日  平成27年12月７日 利益剰余金

 
２．株主資本の金額の著しい変動

（１）資本金及び資本剰余金の変動

　当社は、平成27年６月26日開催の定時株主総会において、資本金及び資本準備金の額の減少を決議し、

当第３四半期連結累計期間において次のとおり振替えております。

①資本金の変動

資本金の減少額　　　　　　　16,457百万円

②資本剰余金の変動

資本準備金の減少額　　　　　 4,114百万円

その他資本剰余金の増加額　　20,572百万円

 

（２）自己株式の取得

　当社は、平成27年６月26日開催の取締役会決議、平成27年７月30日開催の取締役会決議及び平成27年10月29

日開催の取締役会決議に基づき、自己株式2,709,200株の取得を行いました。この結果、当第３四半期連結累

計期間において自己株式が3,217百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末において自己株式が3,285百万円

となっております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、情報システムやネットワークの企画・開発から稼働後の運用・保守・メンテナンスまで一

貫したサービスを展開しており、情報サービス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 14円26銭 19円80銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
456 611

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（百万円）
456 611

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,011 30,898

（注）１．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　(自己株式の取得)

　当社は、平成28年１月28日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議しました。

１．自己株式の取得を行う理由

　資本効率の向上を図るとともに、１株当たりの株主価値を高め、株主への利益還元を充実させるために、自己

株式の取得を行います。

２．自己株式取得に関する取締役会の決議内容

（１） 取得する株式の種類　 ： 普通株式

（２） 取得し得る株式の総数 ： 2,000,000株（上限）

（３） 取得する期間　　　　 ： 平成28年２月２日～平成28年４月26日（約定ベース）

（４） 取得価額の総額　　　 ： 20億円（上限）

（５） 取得の方法　　　　　 ： 東京証券取引所における市場買付

 

　(保有株式の売却)

　当社は、保有する投資有価証券の一部を平成28年２月８日に売却しました。これに伴い、当連結会計年度にお

いて、上記に係る投資有価証券売却益459百万円を特別利益に計上する予定であります。

 

２【その他】

　平成27年10月29日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。

(イ）株式の種類………………………普通株式

(ロ）配当金の総額……………………242百万円

(ハ）１株当たり配当額………………８円00銭

(ニ）基準日…………………平成27年９月30日

(ホ）効力発生日……………平成27年12月７日

(ヘ）配当の原資……………………利益剰余金
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月９日

株式会社アイネス

取締役会　御中

 

 新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 香山　　良　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 脇本　恵一　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アイネ

スの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アイネス及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別

途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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